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２０００年５月２９日　会社説明会説明内容

以下は、説明会におけるプレゼンテーション内容の記録です。

（専務取締役足助明郎によるプレゼンテーション）

○ 足助でございます。本日はお忙しい中お集まりいただき大変ありがとうございます。

○ まず私から１９９９年度業績ならびに２０００年度業績見通しについて説明させていた

だき、その後西川頭取から「財務体質の改善状況」について説明させていただく。

○ では早速資料の１ページ目をご覧いただきたい。まず、業務純益の前年比の動きをみて

いく。一番下にお示しした通り、一般貸倒引当繰入を除く業務純益は３８９４億円と前

年同期比▲７１億円の減益。主因は国債等債券損益、すなわち債券５勘定尻が▲５３４

億円と大きく減益となったことによるもので、この要因を除けば＋４６３億円の増益と

なる。

○ この＋４６３億円のうち業務粗利益の増益効果は＋２５６億円。内訳を国内、国際業務

に分けると、国内業務部門で＋１１２億円の増益、国際業務部門で ＋１４４億円の増益。

なお、９９年度より発行可能となった普通社債ならびに、劣後社債の発行費用として

▲３３億円を計上している。残り＋２４１億円が経費削減効果。

○ 国内業務部門（債券５勘定尻を除く業務粗利益）の増益＋１１２億円であるが、主因は

資金利益が前年比で＋２８億円の増益、役務取引等利益も＋９７億円の増益という内容。

○ その資金利益の増益要因であるが、主因は中堅・中小企業向け貸出の利鞘改善で、これ

により貸金ボリュームの減少や、債券の利鞘収益の減少をカバーした格好。

○ なお、別途発表の「決算説明資料」では「総資金利鞘」をお示ししているが、「総資金利

鞘」は表面利回りを使っているため、前年比の数字には金利低下要因と利鞘改善要因の

両方が含まれているので、この数字だけを見るとややミスリーディングとなる。本日、

この点については、この資料の後半に参考資料として業務グループ別の貸出金利鞘の状

況をお付けしているので後程ご覧いただきたい。

○ 役務取引等利益においては、ＥＢ等為替手数料の増強によって約＋２０億円、投信販売

手数料で約＋３７億円等着実に増加している。ちなみに、投信販売残高は３月末時点で

４４８１億円と順調に増加、既に手数料収益の柱になりつつある。

○ 国際部門であるが、ジャパンプレミアムの解消や利鞘改善、外貨資金ディーリング益の

増益を主因に＋１４４億円の増益。その他業務利益が大きく増益になっているが、これ

は主に資金利益、特定取引利益との入り繰りによるものである。ご承知のように収益の

ポジションを為替でヘッジしているわけであるが、為替益はその他業務利益に出るので、
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そういった入り繰りが生じる。この点はわかりにくいので、次の説明からはこれを修正

した数字を出そうと考えている。

○ 次に２ページをご覧いただきたい。ここで業務グループ別のパフォーマンスについて触

れておく。表の右端に前年比と共に「調整後」の前年比をお示ししている。これは、前

年実績と比較する場合の、金利変動、為替変動等の要因を除いたベース。すなわち、各

業務グループの収益のトレンドをみようというもの。私どもは、この数字で各業務グル

ープのパフォーマンスを評価しているので、本日はこのベースでお話ししたい。

○ 国内個人業務は、市中金利低下により預金の収益性が大幅に悪化したことを主因に、表

面では前年比▲１００億円の減益になっている。しかしながら、我々はこうした外部要

因等を除き、実勢では粗利益で＋１０３億円の増益であったと評価している。

○ 同様にみていくと、国内大企業・中堅中小企業業務、国際業務を合わせたマーケティン

グ業務ではトータルで約＋４４６億円の粗利益増益、経費も△１６４億円の削減と、ま

ずまずの業績だったと考えている。

○ 一方、市場営業グループが担当しているトレジャリー業務は債券５勘定尻の減少を主因

に▲６６１億円の減益。今期もこの減益要因をカバーするためマーケティング収益を増

強していく。

○ 次に３ページをご覧いただきたい。クレジットコストであるが、考え方については後程

頭取からご説明させていただくこととし、ここでは簡単に数字だけに触れたい。９９年

度のクレジットコストは▲６８０７億円。昨年１１月の修正予想▲３８００億円を３０

００億円余り上回る結果となった。

○ この上振れは、さくら銀行との合併を前に予防的な手当・前倒し手当を一気に進めたこ

とが主因。今回は「債務者の事業性」について以前より厳しく査定し、予防的に要注意

債権から破綻懸念債権に移したものや、前倒し的に破綻懸念債権から実質破綻債権に移

したものが多くあったことから処理額が増加している。

○ ４ページをご覧いただきたい。株式損益について説明する。

○ 株式３勘定尻は＋４８６７億円と大幅プラス。これは主として不良債権処理のための益

出しによるものであるが、持ち合い解消も１７００億円程度実施し売却益を７５０億円

程計上している。

○ また、特別損益であるが、９９年度も年金基金に対し２１５億円の追加拠出を行った。

これは、今年度から導入される退職給付会計を控え、積み立て不足を前倒しで埋めてい

くとの趣旨で９８年度から始めたもの。９９年度に２１５億円、９８年度に２２７億円

拠出しているので、２年で４４２億円拠出していることになる。

○ なお、２０００年度期首における退職給付債務に対する積み立て不足額は、割引率３．
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５％の前提で▲１００８億円となっている。このうち年金部分の積み立て不足額が▲６

７２億円である。

○ ５ページをご覧いただきたい。連結業績の説明に移りたい。

○ 上の表の通り、大和ＳＢＣＭを除く連結子会社、持分法適用会社からは＋４７１億円の

連結寄与があった。一方、大和ＳＢＣＭは▲３４０億円のマイナス寄与となったことか

ら、ネットでは＋１３１億円の連結寄与となった。

○ 大和ＳＢＣＭであるが、経常利益は７３０億円と好調だったが、営業権（のれん）の償

却を▲２０８０億円実施、当期利益は▲８５１億円の損失となった。この４０％分にあ

たる　▲３４０億円が当行の連結当期利益へのマイナス寄与分。９９年度にのれんを一

括償却したことで本年度からは大和ＳＢＣＭの収益の４０％が当行の連結収益に直接寄

与することになる。

○ 一方大和ＳＢＣＭ以外の連結・持分法適用会社であるが、ゴールドマンサックスのＩＰ

Ｏに伴う株式売却益が米国の子会社ＳＢＣＭで計上されたことで連結寄与が拡大した他、

住友クレジットサービスなどの収益も寄与している。

○ 最後に資料下の表で粗利益（資金運用収支＋役務取引収支＋特定取引収支＋その他業務

収支）の構成項目をご覧いただく。前回のミーティングでも申し上げたが、単体と比較

して収益基盤が多様化し、この結果資金利益への依存度が軽くなっている。我々の計算

では、粗利益に占める非金利収支の割合は、単体ベースでは１６％であるが、連結ベー

スでは　２９％となっている。

○ ６ページをご覧いただきたい。続いてＢＩＳ比率について前年度末対比で説明させてい

ただく。

○ 資本面では、円相場影響によって外貨建て資本の目減りが約５００億円あった。この他

は昨年６月に発行したヤンキー劣後債１０億ドルがＴＩＥＲⅡ資本に加算されたこと、

期日を迎えた期限付き劣後債・劣後ローンを償還したこと程度の動きであり、結果とし

て微増であった。

○ 一方リスクアセットは、円高影響によるアセットの減少が約△８０００億円、それ以外

のアセットの減少が△８０００億円あり、合計約△１６０００億円減少した。

○ この結果ＢＩＳ自己資本比率は前年末対比＋０．６５％改善し１１．６％、ＴＩＥＲⅠ

比率は＋０．３１％改善して５．８８％となった。

○ 次に７ページをご覧いただきたい。２０００年度の業績見通しについて説明させていた

だく。

○ 業務純益は３６００億円と予想。市場営業部門、即ちトレジャリー部門が持ち値の良い

ポジションの期日到来、債券ポートフォリオの回転影響、更に米国金利の上昇などによ
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り　▲６５０億円程度の大幅減益を予想しているが、これをマーケティング部門の堅調

な増益である程度カバーしていく考え。

○ なお、マーケティング部門の増益については、以下の点を考慮している。

－投信販売手数料の増加等により個人業務グループ収益が拡大。

－利鞘改善傾向は鈍化するものの、貸金ボリューム増やＥＢ・為替手数料の増加に

より法人業務収益も順調に拡大。

○ これに加えて、海外で利益を蓄積している子会社から、追加配当を一部取ろうと考えて

おり、これも寄与することになる。

○ なお、経費が前年対比約８０億円の増加となっているが、これは、①統合に向けたシス

テム関連コストが一部発生すること、②退職給付会計導入に伴い追加的な経費が発生す

ること、による。これらの特殊要因を除けば前年比若干の削減。

○ ９９年度は経営健全化計画を超過達成し、経費率も４５％余りと、かなりいいレベルに

なった。今後はこのレベルをキープすることが目標。ただし、実際には個人業務部門な

どで経費構造の改善余地は大きい。この辺の削減はしっかりやっていくので、そういう

意味で、２０００年度見通しについてはややバッファーのある数字とみている。

○ クレジットコストであるが、▲２５００億円とやや高めの水準においている。企業業績

や地価の急回復は見込み難いとの前提である。合併前倒しに伴い９９年度に集中して不

良債権処理を進めたが、仕上げとしてもう一段の手当てをしておく意味もこめてこの水

準としている。

○ 最後に当期利益であるが、単体当期利益が１０００億円であるのに対し、連結当期利益

は１０５０億円に止まる。すなわち連結寄与が＋５０億円ということ。

○ これはややテクニカルな要因。さきほど申し上げたが、子会社から既に蓄積している利

益を配当金として本体に取り込むため、連結寄与では連結調整勘定でその分マイナスに

効いてくる。連結子会社全体の業績が低迷するとみているわけではない。寧ろ大和ＳＢ

ＣＭ、住友クレジットなど主要子会社については順調な業績拡大を見込んでいる。

○ では、私からの説明はこれくらいにさせていただき、引き続き頭取より、「財務体質の改

善状況」について説明をさせていただく。
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（頭取西川善文によるプレゼンテーション）

○ 大変お忙しいところお集まりいただき御礼申し上げる。

○ 只今足助専務から９９年度の決算について説明した。まだまだ十分とは言えないが、粗

利益・経費両面共ここ数年打ち出してきた色々な施策の効果が着実に数字に現れてきて

いると思っている。２０００年度はこの戦略展開のスピードをさらに加速していく。

○ 前回、中間決算発表後のミーティングで「施策の進捗状況」についてお話をさせていた

だいた。年間の実績については参考資料として添付してあるので後程ご覧いただくこと

とし、本日は少しテーマを変えてこれまでの実績をベースに「財務体質の改善状況」に

ついて私からお話したいと思う。

○ まず８ページをご覧いただきたい。ここでは当行の財務体質の改善状況について、現時

点での私なりの評価をお示ししている。

○ この図の中でシャドーをかけている部分が、さくら銀行との統合にあたって両行が約束

した３つのプリコミットメントに該当する。すなわち、①「経費」すなわち、健全化計

画におけるリストラ計画の１年前倒し完了、②「貸出ポートのリスク安定」つまり不良

債権問題からの脱却、そして③ 株式ポートフォリオの圧縮、である。

○ この３点は、９９年度、そして２０００年度の当行経営におけるキーポイントであるの

で、本日はこれら３点に絞ってまずご説明したい。

○ そして後ほど、この図の中にもあるが、「貸出ポートフォリオのスリム化」について触れ

ることにしたい。

○ ９ページをご覧いただきたい。まず、最初に「経費」についてである。

○ 先ほどの説明にあった通り、９９年度の経費水準は３２９８億円と健全化計画の実質２

年前倒しを実現した。経費率も４５．４％という水準まで低下した。

○ これは欧米銀行と比べてもまず遜色ない水準。このまま５０％を極力下回るレベルを維

持していきたい。今後のポイントは個人業務部門の経費構造の改善を更に進めることと

考えている。

○ 経費構造の改善については構造的な改善を図っていこうということで色々な手を打って

きた。その効果が現れ始めたということであり、また行内マインドにも十分浸透してき

ているので、いわゆる一時的な経費削減と言うことではなく、低コストオペレーション

に向けて安定化しつつあると思っている。私の関心は寧ろ新銀行におけるリストラに移

りつつある。

○ １０ページをご覧いただきたい。ここでは「アセットクォリティ」についてご説明する。

○ ９９年度は中間決算発表時に申し上げたクレジットコスト▲３８００億円に対し、約
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▲６８００億円と、３０００億円の大幅な上ブレとなっている。確かにこの上ブレの中

には、予想外の債務者業況悪化や地価の下落幅拡大に伴う担保価値下落なども含まれて

いるが、先ほども説明があったように、合併を意識した予防的引当を行ったことと、前

倒しで処理を進めたことが大宗を占めている。

○ この点について少し詳しく説明を加えたいと思う。

○ 当行は、９９年度の自己査定にあたって、合併前倒しの可能性も踏まえて、「足許の環境

を前提に、合併後のクレジットコストを確実に抑えるために必要な手当てを９９年度に

まとめて行う」という姿勢で臨むこととした。換言すれば、「将来の損失発生のリスクが

少しでもあるものは、それを新銀行に持ち込まないように、償却・引当を行う」という

ことである。

○ 具体的な査定方針であるが、ポイントは２点。

○ 一点目は、要注意先債権のうち、事業計画等に特に注意を要するものについては、保守

的に要管理債権、乃至破綻懸念債権にシフトしたことである。なお、破綻懸念債権にし

た債権に対しては一律７０％ではなく、個別に回収可能性等を勘案して、３０％、５０％

という引当率も適用した。

○ 二点目は、７０％以上の引当をしていた破綻懸念債権については、前倒し手当として出

来る限り実質破綻債権に移し、１００％を引き当てたこと。

○ この査定方針による債務者区分のシフトを開示債権の動きで説明したい。

○ 開示債権額の総額は、結果として前年対比ほぼ横這いの１兆９０００億円あまりとなっ

ている。

○ この開示債権の太宗を占める危険債権の増減要因を概略みてみると、総額では昨年度末

対比約１３００億円減少しており、このうち売却や直接償却・直接減額さらに回収等に

よって危険債権から外れていった減少分が昨年度末対比 約△６１００億円ある。この一

方、新たに要注意先等から危険債権に入ってきた増加分が約＋４８００億円ある。この

増加分の多く、約２７００億円強が先ほど申し上げた予防的手当によるものであり、危

険債権の中身は大きく入れ変わっている。

○ こうした処理を行うことによって、結果的には表面でみると、まず①要管理債権が増加

した他、②破綻懸念債権の非保全部分に対する引当率が平均で５５％と前期対比低下し

ている。確かに表面的には見た目は良くないかもしれないが、予防性の観点から個別引

当の対象をより広くとった結果であり、なんら後退していないということを強調してお

く。

○ 既にバランスシート上にある不良債権からの追加ロス発生を抑えていくためには開示債

権を速やかに削減していく必要があるが、今回は、予防性を上げることによって、追加

ロスのリスクを相当に削減したということである。

○ 今後の展望であるが、３０、５０％といった引当率を使った債権は、「事業は回復すると

みられるが、回復には時間がかかる」債務者に対するものが太宗。こうした対処をした



7

先は、①最終的に償却に至る可能性はかなり低い、とはいえ、②内容が好転して開示債

権が改善していく、あるいは開示債権からから外れるには若干時間がかかる、ことから、

相当の期間開示債権に止まる可能性が高いと言える。

○ ただし、毎回申し上げている、不良債権をバランスシートから落とさない限り不良債権

問題の完全決着はあり得ない、との考え方は変わった訳ではない。着実に削減を進めて

いく。

○ １１ページをご覧いただきたい。先ほども若干説明があったが、ここで９９年度のクレ

ジットコスト▲６８００億円の要因分析を違った角度から若干大まかにではあるがお示

しする。

○ 債務者の業況悪化、資産悪化といった正確な要因分析は困難なのであくまで概算ではあ

るが、住銀保証関連個別引当、ならびにＣＣＰＣ宛売却損・追加引当を除くと、担保価

値劣化、債務者の業況悪化、バルクセールによる２次ロスの３点を合わせたコストが半

分弱、残りが予防的引当ならびに前倒し処理の影響という格好になっている。

○ こうして９９年度に将来の損失発生のほとんどの芽は摘み取ったつもりだが、２０００

年度のクレジットコストについては、民事再生法や時価会計の導入影響、景気回復期の

初期に多い企業倒産増加の傾向や地価の動向などを考えた他、債権の売却等などを考慮

に入れ、　▲２５００億円という相当高いレベルを見込んでおくこととした。

○ １２ページをご覧いただきたい。次のポイントは３つめの「株式ポートフォリオの圧縮」。

○ この点についても開示債権同様、９９年度については「着実な削減」というお約束が結

果として守れていない。ただし、「政策投資株式を持つことによる価格変動リスクは明ら

かに過剰であり大幅に削減する必要がある」との基本的な考えは全く変えていない。今

回の措置は、不良債権処理の加速と株式簿価の削減のどちらを「タイミング的に」優先

するかという問題に対し、私は前者、不良債権処理の加速を優先すべき、と判断したと

いうことである。

○ ご覧の通り、持ち合い解消（資料では「売り切り」）は１６６５億円。ただし一方で、不

良債権処理加速に対応した益出しによって約４４００億円の売却益を計上したことの影

響として同額簿価が上昇しているという格好である。

○ ただ、今申し上げた通り「タイミング的に」どちらを優先するかという話であって、益

出しした銘柄についてもかなりの部分は既に持ち合い解消の交渉がまとまっているか、

進んでいるというものであり、これから売却を進めていく。売却は一気ではなくある程

度時間をかけて徐々にというケースもあるが、いずれにしても、簿価が上昇してしまっ

た分も含めて再び削減ペースを軌道修正していく。

○ 新銀行としての政策投資株式圧縮の計数目標はまだお示ししていないが、両行合算で５％

超となる部分を含めて、しっかりと圧縮していく。
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○ なお、ネット株式含み益はご覧の通り９０００億円レベル。この他にゴールドマンサッ

クス株式の含み益が２千数百億円ある。

○ １３ページをご覧いただきたい。最後に「貸出ポートフォリオのスリム化」についてお

話したい。

○ ここには、貸出ポートのスリム化のために取り組んでいる「市場型間接金融」に関し足

許の状況をお示ししている。この「市場型間接金融」は単に貸出ポートをスリム化し財

務体質を改善するだけでなく、新銀行のビジネスモデルとして掲げたように、顧客ニー

ズに的確に応えながら資産効率と手数料収益増強を同時に実現するビジネスとして力を

入れるべきものと考えている。

○ ご覧の通り、シンジケーションのアレンジもコミットメントラインの残高もこの１年で

ほぼ倍増している。今後はこれを更に幅を拡げて飛躍的に伸ばしていく。９９年度の実

績は邦銀の中では国内トップクラスであると認識している。

○ 関連収益であるが、未だ走り出したところなので水準は９９年度年間で２０億円弱であ

り、まだまだ小さいが、これをこれから大いに伸ばしていきたい。

○ なお、当行は「売却を前提とした貸金」、これを我々は「譲渡性貸金」と言っているが、

これについて独自に契約書を作成し、既に取り組んだり、ローントレーディング市場創

設のために主要行数行との間で議論を始めるなど、このビジネスにおいてリーダーシッ

プを取るべく色々な手を打っているところである。

○ 私からは以上である。ご質問・ご意見を賜りたい。


